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報道会見  

自衛隊敷地内に存在する旧軍時代の遺跡・遺構の調査と保存について（要望） 

戦争遺跡保存全国ネットワーク 共同代表 菊池実、出原恵三 

報道機関各位 

 わたしたち戦争遺跡保存全国ネットワークは、戦争の記憶と実相を次世代に伝える語り部として、全

国各地に残る戦争遺跡の調査・保存に取り組む団体・個人のネットワークです。 

 現在進められている防衛省の「最適化事業」では、全国の自衛隊敷地内の施設で、77 年を経過した建

物 589 棟の建替え、再編が計画されています。これによって全国の自衛隊敷地内の旧陸海軍に関わる多

くの戦争遺跡が消滅するのではないかと危惧されます。 

 ついては今般、防衛省と文化庁に対し自衛隊敷地の戦争遺跡（旧軍施設）について、全容の公表と調

査・保存に向けた施策を求める要望書を提出いたします。  

報道各社におかれましては、下記の記者会見の取材、報道をお願いいたしたく、ご案内いたます。 

 

１．会見標題「自衛隊敷地内に存在する旧軍時代の遺跡・遺構の調査と保存について（要望）」 

 ２．期日  2026 年 9 月 18 日（金） 午前 10 時（終了予定 午前 10 時 50 分） 

 ３．会場  戦争遺跡保存全国ネットワーク事務局 松代大本営平和祈念館内 

（〒381―1231 長野市松代町松代 1440-20 電話 026-214-1557） 

 ４．Zoom 配信  トピック: 戦争遺跡保存全国ネットワーク・記者会見 

時刻: 2026 年 9 月 18 日 10:00 AM  

https：//us02web.zoom.us/j/84051084397？pwd＝9jbGVWnfV0aR8wr6azeB26lQbJabc0.1 

ミーティング ID: 840 5108 4397  パスコード: 722156 

 ５．参加者（予定） 

・戦争遺跡保存全国ネットワーク共同代表・出原恵三、菊池実 

      ・くまもと戦争遺跡・文化遺産ネットワーク代表・高谷和生 

      ・全国ネットワーク事務局長・幅国洋  （その他・全国ネットワーク運営委員） 

 ６．進行 ①全体進行・全国ネットワーク紹介（幅） 

      ②「要望書」読み上げ、主旨説明（出原） 

      ③旧三菱熊航第一組立工場保存等の現状について（高谷） 

      ④質疑応答 

 ７．要望書提出先（予定） 

      ①防衛大臣 小泉進次郎 様 

      ②文化庁長官 伊藤学司 様 

 

《問合せ先》戦争遺跡保存全国ネットワーク事務局 

      事務局長：幅 国洋（[携帯]090-8329－8774  [mail アドレス] hbkh_rf@yahoo.co.jp 

mailto:hbkh_rf@yahoo.co.jp
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（９・１５案） 

2026 年９月 18 日 

防衛大臣  小泉進次郎 様 

文化庁長官 伊藤学司  様 

 戦争遺跡保存全国ネットワーク   

共同代表 菊池実・出原惠三 

 

自衛隊敷地内に存在する旧軍時代の遺跡・遺構の調査と保存について（要望） 

 

貴職におかれましては益々ご清栄のこととお慶び申し上げます。 

私たち戦争遺跡保存全国ネットワークは、現存する戦争遺跡について、それが形成された経緯や目

的、そこで起こった事実を、遺跡そのもの、遺物、報道記事、写真、映像、証言、記録などを保存し、

未来に伝えるための活動を行なっている様々な団体の全国の連絡組織です。 

自衛隊の敷地内には、旧陸海軍の戦前・戦中の建物や構造物などの戦争遺跡が多数存在し、なかには現

在も使用されているものも多数あります。防衛省整備計画局が 2022年 12月 23日に作成された「自衛隊

施設の強靱化に向けて」によれば、「589 棟」の旧軍時代の建物が、所謂「最適化事業」により解体・建

替等の対象となっているとされます。 

熊本県の陸上自衛隊健軍駐屯地では、現在、倉庫や整備工場として使われている旧陸軍の飛行機組み立

て工場（旧三菱重工業熊本航空機製作所）が、また鹿児島県では海上自衛隊鹿屋基地においても戦前から

使用されていた第二格納庫の解体が予定されています。これらの建物につきましては、歴史的重要性か

ら地元において保存を求める声が上がっており、関係機関に対して保存要望書などの提出がなされてい

ます。また陸上自衛隊小倉駐屯地曽根訓練場には毒ガス兵器製造にかかる建物が現存しており、日本の

近現代史を語るうえで、極めて重要な戦争遺跡であると認識しています。建物以外で地下構造物や、また

上部構造が無くなっていても基礎が地下遺構として残っておれば貴重な歴史資料となります。 

私たちは、「最適化事業」等の進捗に伴って重要な歴史が刻まれた戦争遺跡が次々と消滅するのを座視

することはできません。早急に対策を講じなければ享受すべき歴史が失われるのではないかと強く危惧

するものです。これらの戦争遺跡について、学術調査を実施するとともに重要なものについては文化財

として保存すべきであると考えます。つきましては、以下のことを要望いたします。 

 

【要望事項】 

１自衛隊敷地内に存在する戦争遺跡（建物、地下遺構）について関係機関と協議してその実態 

を明らかにし、自治体の遺跡台帳に登録するなど、周知をはかること 

２その上で、「最適化事業」等で解体、建替の対象となっている戦争遺跡について関係機関と協議して学

術調査を実施し、その結果を公開すること 

３学術調査の結果重要と認められるものについては、保存し文化財指定・登録をすすめること                                      

 

以上 

 



3 

 

 



4 

 

 



5 

 

 



6 

 

第 29 回戦争遺跡保存全国シンポジウム土佐清水大会・大会アピール 
 
「戦後 81 年、戦争の実相を真正面から捉え、これをどのように次世代に継承していくか 

―戦争遺跡の保存・文化財指定・活用を考える―」  
 
 2026 年 8 月 22・23・24 日、高知県土佐清水市中央公民館を会場に、延べ 250 人が参加して第 29
回戦争遺跡保存全国シンポジウム土佐清水大会が開かれました。高知県での全国シンポジウムの開
催は、南国市（2000 年）、高知市（2017 年）に続き 3 回目となりました。開催にあたり、会場を提
供していただいた土佐清水市、土佐清水市教育委員会をはじめ、観光協会や地元メディアのみなさ
まには多大なご後援・協賛をいただきました。心より感謝申しあげます。 
 
 日清戦争後に香川県善通寺に第 11 師団が設置されると、それまで兵営のなかった高知県にも歩兵
第 44 連隊が置かれました。現在高知市朝倉には第 44 連隊の弾薬庫・講堂が残され国登録文化財に
指定されています。さらに日露戦争期には足摺岬に海軍望楼が建設され、日中戦争から太平洋戦争
期には高知県各地に海軍飛行場の建設が進みました。なかでも南国市前浜に残る七基の掩体壕は全
て市の史跡となっています。太平洋戦争末期になると、米軍の有力な上陸地点と目された高知平野
には四国防衛の第 55 軍司令部が置かれ「本土決戦」陣地が構築されます。飛行場は航空特攻基地と
なり、太平洋沿岸部には震洋・回天・蛟龍などを配備した海上特攻基地が造られました。なかでも土
佐清水には越（こえ）海岸に第 132 震洋隊のが置かれ 10 数基の格納壕が造られ、実際に出撃命令も
出されました。命令は取り消されましたが、極めて緊迫した情況が迫っていたことになります。格
納壕は現在 13 基残っていますが、2024 年に土佐清水市によって全て市の史跡に指定されました。
前述の前浜掩体壕群の場合と同様、市の積極的な施策に敬意を表します。今後も戦争遺跡の調査と
研究、保存と活用がさらに進むことを願うものです。 

現在、指定・登録された戦争遺跡は全国で 396 件が確認されています。昨年は戦後 80 年を機に、
戦争遺跡や戦争体験にまつわる記録などにメディアの注目が集まりました。81 年目の今年は特に、
「戦争体験を次世代にどう継承するか」という点に関心が集まっています。戦争体験者から直接体
験を聞くことが叶わなくなるなかで、体験者から体験をじかに聞きそれを次の世代に語り継ぐ試み
が各地で取り組まれています。そうしたなかで、戦争遺跡を保存・活用して戦争の実相、悲惨さを語
り伝えようとする私たちの活動は一層重要性を増していると言えます。国の重要文化財に指定され
た広島市の旧陸軍被服支廠、沖縄県の史跡指定を受けた那覇市の 32 軍司令部壕など、市民の声と運
動が行政を動かしていることを実感します。軍事を含めた近代の遺跡について、国・地域が一体と
なった保存・活用が進められるよう、具体的な施策の進展がまたれます。一方、戦争遺跡の解体も急
速に進んでいます。特に、環境省の管理下にある広島県大久野島の毒ガス製造工場では施設の劣化
が進んでおり、北九州市曽根製造所とあわせて侵略戦争と加害の実態を伝える遺跡が放置されてい
ることは看過できません。一刻も早い対策が待たれます。防衛省の「最適化事業」によって、西南日
本の軍備強化と引き換えに鹿屋基地や健軍駐屯地など自衛隊の施設内にある戦争遺跡が解体の対象
になっていることが明らかになりました。今後は全国で、自衛隊施設内の戦争遺跡の保存問題につ
いてその動向に注視していくことが必要です。 

 
世界は今、大国の横暴によって分断と対立は一層深まり、ウクライナ、パレスティナ、イランなど

の戦地では罪のない多くの生命が奪われ続けています。日本では戦争を知らない世代が権力を握っ
て国を動かし日本を危険な方向へと導いています。「過ちは再び繰り返させませんから」と日本の
加害と戦争責任を他人事のように語り、トランプ大統領の ICC（国際刑事裁判所）所長に対する理
不尽な制裁措置に対しては「大変残念」とするだけで抗議すらしなかった高市首相。軍事予算を空
前の GDP 比 2％まで急増させ、平和憲法や非核三原則、武器輸出三原則を否定し、国旗損壊罪やス
パイ防止法によって国民の活動を監視し抑制しようとしています。こうした状況に多くの国民の不
安と憤りが募っています。「戦争をする国」へと突き進む日本、「戦後 80 年」を平和国家から戦争
国家への分水嶺にすることがあってはなりません。私たちは、「新たな戦争遺跡」を作らないため
に、「加害」を含めた戦争の真実と平和への想いを次世代に継承していくことの大切さを確認しま
す。戦争の実像を正しく伝えることはますます難しくなっていますが、私たちは全国各地の保存運
動の教訓に学び、二度と戦争を起こさせないための活動を前進させることを誓って大会アピールと
します。     2026 年 8 月 24 日 第 29 回戦争遺跡保存全国シンポジウム 土佐清水大会 


